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	４．おわりに
	下院共和党案がトランプ大統領案に反映され、議会の採決を経て実現すれば、法人所得税について極めてドラスティックな改革が行われることになる。法人税をキャッシュフローベースの仕向地課税主義へ変更することや、国外所得の源泉地国課税主義への変更は米国議会などにおいて以前から検討されてきたが、これまで現実のものとはならなかった。報道によれば、ムニューチン財務長官が本年８月までに税制改革を行うと述べている。それまでに公表される法人所得税改革案がどのようなものになるか、行政府と議会の双方の動向に注目していきたい。

